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   平成２１年度酪農畜産政策・価格対策に関する意見書 

 

本道の酪農畜産は、ここ数年に及ぶ配合飼料等の価格高騰や販売

価格の低迷の影響により、厳しい経営を余儀なくされています。 

 配合飼料価格については、平成２１年１月～３月期に入って値下

がりしましたが、平成１８年７月～９月期の水準には至っておらず、

今後の価格動向も不透明な状況にあることから、配合飼料価格安定

制度の適切な運用を図ることが必要です。 

このような酪農畜産経営をとりまく厳しい環境は、経営収支の悪

化による負債の累積や担い手の減少等、経営の展開に極めて大きな

影響を与えているとともに、将来にわたる畜産物の安定供給体制が

危惧される状況にあります。 

 そのような中、国は食料自給率を概ね１０年後に５０％に引き上

げる方針を示しており、また、先の内閣府の世論調査においても、

「食料自給率を高めるべき」との意見が約９３％に上っています。 

加えて農林水産省においても、１０年後の世界の食料需給は、逼

迫状態が続くとの見通しを示しています。 

今後の農業政策の展開にあたり、食料自給率の向上を図ることは、

極めて重要な基本方針であり、その目標を確実に実現していくため

には、政府一体となり、地域の実情を踏まえた実効性のある政策を

着実かつ集中的に実施することが必要です。 

このことから、食料自給率の向上や地域経済の維持・発展等に向

け、その重要な役割を有する多様な担い手の育成･確保とともに、

生産者が将来展望を持ち、安心して営農に携わることができる政策

の確立に向け、次の事項を要望します。 

記 

１ 食料自給率目標の実現に向けた政策を強力に推進するとともに、

それらを実現しうる万全な予算を確保すること。 

２ ＷＴＯ農業交渉対策においては、適切な国境措置の確保に向け､



 

毅然とした姿勢で交渉に臨むこと。  

３ 加工原料乳生産者補給金単価は現行水準以上とするとともに、

限度数量は現行水準を基本に適切に決定すること。 

４ 乳用種等の肉用子牛保証基準価格は現行水準以上とするととも

に、乳用種等の肉用牛育成経営の安定に資するよう、生産性向上

等の取組みに対する支援対策を措置すること。 

５ 乳用種等の肉用牛肥育経営の再生産の確保と経営安定が図られ

るよう、物財費割れの部分（４割相当）に対する経営支援対策を

措置すること。 

６ 養豚経営の安定に資するよう、各種事業の充実強化を図ること。 

７ 畜産物への適切な価格転嫁を図るための環境整備に向けた国の

強力な支援と、消費拡大対策の充実強化を図ること。 

８ 自給飼料生産基盤の強化に向けた各種事業の充実強化と十分な

予算を確保すること。 

９ ＢＳＥ関連対策の円滑な推進と十分な予算の確保を図ること。 

１０ 負債償還圧の軽減に資するよう金利緩和措置の継続とあわせ､

スーパーＬ資金等の予算枠を確保すること。 

１１ 家畜排せつ物利活用促進事業における１/２補助付リース事

業においては、地域の実態を踏まえた要件緩和と十分な予算の確

保を図ること。 

１２ 海外悪性伝染病の万全な侵入防止対策とともに、家畜伝染病

の発生農家の経営再建に向け、家畜防疫互助事業による支援対策

の充実強化等を図ること。 

 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。 
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